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本 社 東京都渋谷区元代々木町30番13号

ロ コ ポ ー ト 千葉県八千代市

R B K J 株 式 会 社

本 社 東京都渋谷区

営 業 店 舗
東京都３店、埼玉県１店、千葉県１店
長野県１店、愛知県１店、大阪府２店
福岡県１店　　　　　　　　　  計10店

マ ガ シ ー ク 株 式 会 社
本 社 東京都渋谷区
倉 庫 埼玉県羽生市

ANBUR LEAGUE株式会社 本 社 東京都渋谷区

株式会社FASCINATE
本 社 大阪府大阪市

営 業 店 舗
大阪府２店、京都府１店、北海道１店
　　　　　　　　　　　　　　　計３店

株式会社ブルーシンシア 本 社 岡山県岡山市
A R I G A T O 株 式 会 社 本 社 東京都渋谷区

株 式 会 社 ロ イ ヤ ル

本 社 愛知県名古屋市

支 店
愛知県名古屋市、東京都中央区
大阪府大阪市、福岡県福岡市

営 業 店 舗

岩手県１店、東京都１店、埼玉県１店
愛知県６店、岐阜県１店、富山県１店
石川県１店、大阪府１店、兵庫県２店
福岡県１店　　　　　　　　　  計16店

株 式 会 社 ロ イ ヤ ル
ロ ジ ス テ ィ ク ス

本 社 愛知県名古屋市
倉 庫 岡山県岡山市、三重県桑名市

広 州 東 品 文 化
発 展 有 限 公 司

本 社 中国広東省広州市

事業報告
会社の現況

主要な事業所等（2026年２月28日現在）
①　当社

②　子会社
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第８回新株予約権 第９回新株予約権

発 行 決 議 日 2018年３月13日 2022年５月27日

新 株 予 約 権 の 数 2,000個 4,000個
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 200,000株
(新株予約権１個につき100株)

普通株式 400,000株
(新株予約権１個につき100株)

新株予約権の払込金額 １個当たり731円 １個当たり100円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
111,300円

(１株当たり　1,113円)

新株予約権１個当たり
111,600円

(１株当たり　1,116円)

権 利 行 使 期 間 2019年６月１日から
2028年５月31日まで

2022年６月14日から
2032年６月13日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）２

役 員 の
保有状況

取 締 役
（監査等委員及び社外
取締役を除く）

新株予約権の数 2,000個
目的となる株式数 200,000株
保有者数 1名　

新株予約権の数 4,000個
目的となる株式数 400,000株
保有者数 1名　

新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として
交付された新株予約権の状況

（注）１．①新株予約権者は、行使期間における直前事業年度の有価証券報告書の事業の
状況に記載された商品取扱高（返品後）が30,000百万円を超過し、損益計算
書の営業利益が3,000百万円を超過した場合に限り、割り当てられた本新株
予約権を行使することができるものとする。（なお、当社が連結損益計算書
を作成している場合には商品取扱高は連結商品取扱高によるものとし、営業
利益は連結損益計算書における営業利益によるものとする。）
②上記①の判定において、国際財務報告基準の適用等により参照すべき商品取
扱高・営業利益等の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指
標を取締役会にて定めるものとする。
③新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会
社の取締役又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、
定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りで
はない。

④新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
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⑤本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授
権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うこと
はできない。

⑥各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
２．①割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引終値の１ヶ月間（当日を含む21取引日）の
平均値が一度でも行使価額に30％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権
者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の満期日までに行使しなけれ
ばならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りで
はない。
(a)　当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
(b)　当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を

適正に開示していなかったことが判明した場合
(c)　当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日

において前提とされていた事情に大きな変更が生じた場合
(d)　その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認めら

れる行為をなした場合
②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発
行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行
うことはできない。

④　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 37,500千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額 40,500千円

会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　ＵＨＹ東京監査法人

⑵　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区
分できませんので、当連結会計年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれら
の合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った
うえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要
があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に
該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を
解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後
最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。
⑷　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は業務の適正を確保するための体制として2017年５月に「内部統制
システム構築の基本方針」を決議しておりますが、2019年４月の取締役会
にて以下の内容で変更決議を行い、当該基本方針に基づいた運営を行ってお
ります。
ａ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制
(a) 取締役会は、コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアン
スに関する基本方針を定めると共に、コンプライアンス行動規範を
制定し、取締役及び使用人にコンプライアンスの実践を求める。

(b) 取締役及び使用人は、当社の定めた諸規程に従い、企業倫理の遵守
及び浸透を行う。

(c) 内部監査人を設置して、取締役及び使用人の法令等遵守状況につい
ての監査を実施し、その結果を代表取締役に報告する。

(d) 監査等委員である取締役は、取締役会に出席し、監督を行うほか、
業務執行状況の調査等を通じて、取締役（監査等委員であるものを
除く）の職務の執行を監査する。

(e) 反社会的勢力の排除を基本方針に掲げ、反社会的勢力対応規程及び
反社会的勢力対応マニュアルを整備するとともに、外部の専門機関
との連携を図る。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、文書（電磁的記録を含む）
の整理保管、保存期限及び廃棄ルール等を定めた文書管理規程に基づき、
適正な保存及び管理を行う。また、取締役はこれらの文書を常時閲覧でき
るものとする。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(a) リスク管理規程を整備し、事業活動を行うにあたり経営の脅威とな

りうる要因への対応力を強化する。代表取締役を全社的なリスク管
理の最高責任者としたリスク管理体制を構築する。

(b) 不測の事態が発生した場合には、対策本部を設置し、必要に応じて
外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、被害・損失の拡
大を防止し、これを最小限にとどめるための体制を整備する。
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ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(a) 社内の指揮・命令系統の明確化及び責任体制の確立を図るため、経
営組織、業務分掌及び職務権限に関する諸規程を制定する。

(b) 取締役会は月に１回定期的に、又は必要に応じて適時に開催し、法
令に定められた事項のほか、経営理念、経営方針、中期経営計画及
び年次予算を含めた経営目標の策定及び業務執行の監督等を行う。

ｅ．当社グループの業務の適正を確保するための体制
(a) 関係会社管理規程に基づき、重要な子会社の重要な決議事項は、事

前に当社取締役会にて審議承認又は報告を行う。重要な子会社の規
程は、原則として当社規程を準用するものとする。

(b) 子会社の事業活動に係るリスク管理については、当社のリスク管理
規程を準用し、対応する。

(c) 子会社の取締役及び監査役には、原則として当社の取締役、使用人
を構成員に含めることとし、当社グループ内の情報伝達を円滑にす
ると共に、当社グループ全体の業務の適正な遂行を確保する。

ｆ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及びその使用人の
取締役（監査等委員であるものを除く）からの独立性に関する事項
(a) 監査等委員会の監査の実効性を高め、かつ、その職務の円滑な遂行
を確保するため、監査等委員会の要請に応じ、管理部経理・財務チ
ームに監査業務を補助させる。

(b) 当該使用人の任命、異動、評価、懲戒、賃金等の改定に関しては、
監査等委員会の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取
締役（監査等委員であるものを除く）からの独立性を確保する。

ｇ．取締役（監査等委員であるものを除く）及び使用人が監査等委員又は監
査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員又は監査等委員
会への報告に関する体制、並びに当該報告をしたことを理由として不利
な取扱いを受けないことを確保するための体制
(a) 会計監査人、取締役（監査等委員であるものを除く）、内部監査部

門等の使用人その他の者から報告を受けた監査等委員は、これを監
査等委員会に報告する。

(b) 監査等委員会は、必要に応じて、会計監査人、取締役（監査等委員
であるものを除く）、内部監査人等の使用人その他の者に対して報
告を求める。
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(c) 取締役及び使用人は内部通報制度により、監査等委員である取締
役・内部監査部門等の使用人に報告を行うことができる。報告した
者に対し、当該報告をしたことを理由として、不利益な取扱いは行
わない。これを内部通報制度として明文化すると共に、社内への浸
透を図る。

ｈ．監査等委員である取締役の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関
するものに限る）について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の
当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する
事項
　監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償
還の手続、その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
ついては、当社は監査等委員会の職務に必要でないと認められる場合を除
き、当該費用又は債務を処理する。

ｉ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制
・監査等委員会は、社外取締役を含み、公正かつ透明性を担保する。
・監査等委員会は、代表取締役と定期的に意見交換を行い、相互の意思
疎通を図る。
・監査等委員会は、会計監査人及び内部監査人と定期的に情報交換を行
い、相互の連携を図る。

ｊ．財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は財務報告の信頼性を確保するための基本方針を定め、財務報告に
係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、事業活動を通じ企業価値の継続的な向上を実現するために機動的
な経営判断が重要であり、また一方で経営の健全性と透明性を維持する体制
の構築も重要と認識し監査等委員会を設置しております。業務執行に係る意
思決定の迅速化を図りつつ、監査等委員会による業務執行の適法性・妥当性
の監査・監督を通した透明性の高い経営の実現を図っております。
　取締役会の構成は、業務執行取締役２名と監査等委員である取締役３名
（全て社外取締役）の体制であり、取締役会に占める業務執行取締役はその
過半数に達しておらず、監視・監督機能の強化が図られております。
　内部監査につきましては、監査、報告の独立性を確保したうえで、代表取
締役により指名された管理部管理職（１名）が内部監査担当者を兼務してお
り、また、管理部の監査につきましては、管理部以外の部門の管理職が担当
しております。内部監査は、「内部監査規程」に基づき、会社の業務活動
が、法令、定款及び諸規定に基づき適切かつ合理的に遂行され、経営目的達
成に適切かつ効率的に機能しているかを確認し、監査結果について代表取締
役に報告するとともに、業務改善・能率向上のために必要な助言・勧告をし
ております。
　監査等委員会監査につきましては、監査等委員３名の体制で、３名とも社
外取締役であります。監査等委員会は重要会議の出席、代表取締役・取締役
（監査等委員であるものを除く）・重要な使用人との意見交換、重要書類の
閲覧などを通じ厳格な監査を実施しております。
　また、監査等委員会委員長と内部補助者及び内部監査との連携を図る事に
より、監査役会設置会社と同等の監査の実効性を確保しております。
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( 2025年 3 月 1 日から
2026年 2 月28日まで )

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 50,000 3,312,920 4,319,281 △2,206,611 5,475,590

当 期 変 動 額

減 資 －

新 株 の 発 行 －

剰 余 金 の 配 当 －
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 1,570,933 1,570,933

自 己 株 式 の 取 得 △77,187 △77,187

自 己 株 式 の 処 分 △221,058 769,270 548,212
株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 ) －

当 期 変 動 額 合 計 － △221,058 1,570,933 692,083 2,041,958

当 期 末 残 高 50,000 3,091,861 5,890,215 △1,514,527 7,517,549

その他の包括利益累計額
新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評価差額金
その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 － － 2,920 914,374 6,392,885

当 期 変 動 額

減 資 －

新 株 の 発 行 －

剰 余 金 の 配 当 －
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 1,570,933

自 己 株 式 の 取 得 △77,187

自 己 株 式 の 処 分 548,212
株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 ) － － △575 126,499 125,923

当 期 変 動 額 合 計 － － △575 126,499 2,167,882

当 期 末 残 高 － － 2,344 1,040,874 8,560,767

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表
１.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ９社
・連結子会社の名称
本事項については、「事業報告 会社の現況 主要な事業所等 ②子会社」に同一の内
容を記載しておりますので、注記を省略しております。

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の数　　　　　　１社
・非連結子会社の名称　　　　　株式会社ロコンド
・連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は小規模であり、総資産、当期純損

益及び利益剰余金等は、連結計算書類に重要な影
響を及ぼさないため、連結の範囲から除外してお
ります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数
１社

・主要な会社等の名称 TCB株式会社
②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

該当はありません。
③　議決権の100分の20以上、100分の50以下を所有しているにもかかわらず関連会

社としなかった会社の状況
該当はありません。

④　持分法の適用の手続に関する特記事項
持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社

の事業年度に係る計算書類を使用しております。
⑶　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記

①　連結の範囲の変更
当連結会計年度において、ANBUR LEAGUE株式会社を設立したこと、および

同社が株式会社ブルーシンシアおよび株式会社マルタミの株式を取得したことによ
り、これら各社を連結の範囲に含めておりましたが、株式会社マルタミについて
は、当社の連結子会社である株式会社FASCINATEを存続会社とする吸収合併によ
り消滅したため、連結の範囲から除外しております。
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当連結会計年度からARIGATO株式会社の全株式を取得し子会社化したため、連
結の範囲に含めております。

当連結会計年度から株式会社ロイヤルの全株式を取得し子会社化したため、連結
の範囲に含めております。

当連結会計年度から株式会社ロイヤルロジスティクスの全株式を取得し子会社化
したため、連結の範囲に含めております。

②　持分法の適用の範囲の変更
該当はありません。

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、海外連結子会社１社を除き、連結決算日と一致しており

ます。海外連結子会社の決算日は、12月31日であります。海外連結子会社１社に
ついては、連結決算日における仮決算は行っておりません。ただし、連結決算日と
の間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑸　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ.　有価証券
・その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法
　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)
・市場価格のない株式等　　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ.　デリバティブ
　　　時価法によっております。
ハ.　棚卸資産

・商品　　　　　　　　　　　　月次総平均法に基づく原価法（連結貸借対照表
価格については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）採用しております。

・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法に基づく原価法を採用しており
ます。
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建物及び構築物 ３年～18年
機械及び装置 12年
工具、器具及び備品 ２年～20年

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ.　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物は定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ.　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
商標権　　　　　　  ５年～10年
自社利用のソフトウェア　　５年
顧客関連資産　　　　　　　５年

③　重要な引当金の計上基準
イ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額

のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して
おります。

ロ. 役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、会社が算定した当
連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上して
おります。

ハ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
当社グループは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換によって受け取ると見込まれる金額で収益を認識しておりま
す。なお、履行義務の対価は、概ね3か月以内に受領しており、重要な金融要素は含
まれておりません。

当社グループの主要な事業における主な履行義務の内容および収益を認識する時
点は、以下のとおりです。
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商品及び製品 2,746,567千円

(1)仕入れ商品等の販売に関する収益
当社グループは買取商品等を当社が運営するECサイト「LOCONDO.jp」を始め

複数の販売チャネルでユーザーから注文を受けて販売を行っており、ユーザーに対
して当該商品等の引き渡しを行う義務を負っております。
これらの商品販売取引では「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定め
る代替的な取り扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。
(2)受託商品の販売（ECサイト運営受託業務等を含む）に関する収益

当社は顧客（ブランド）から商品の委託を受け、当社が運営するECサイト
「LOCONDO.jp」 始め複数の販売チャネルでユーザーから注文を受けて販売を行
っており 、顧客（ブランド）から受託販売手数料を受領しております。
これらの受託商品販売取引においても、出荷時に顧客（ブランド）からユーザーへ
の商品の引き渡し義務が履行されるため、出荷時に収益を認識しております。  な
お、ユーザーとの契約において約束された対価から、値引き、リベート、返品及び
販売促進費等の名目で販売チャネルに支払う対価の一部を控除しております。

⑤　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。
⑥　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間にわたって均
等償却を行っております。ただし、金額的に重要性のないものについては、発生年
度に一括償却しております。

⑦　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

２．会計上の見積りに関する注記
　棚卸資産の評価

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　棚卸資産は、取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額
が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価
額としております。また、一定期間を超えて保有する棚卸資産については、収益性
の低下の事実を反映するために、過去の販売状況及び商品群ごとのライフサイクル
等に基づき決定した方針により規則的に帳簿価額を切り下げております。しかし、
当初想定できなかった需要変動や経済情勢等により、前提となるライフサイクルに
変更が生じる場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性が
あります。
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⑵　有形固定資産の減価償却累計額 625,125千円

普通株式 11,487,360株

決 議
株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金 の
総 額

1株当た
り配当額

基 準 日
効 力
発 生 日

2026年４月14日
取締役会

普通株式
利 益
剰 余 金

310,798千円 30円
2026年

２月28日
2026年

５月14日

普通株式 677,200株

３.　連結貸借対照表に関する注記

⑴　担保に供している資産
　該当事項はありません。

４.　連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等
　　該当事項はありません。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない
ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

５.　金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　資金運用については安全性の高い預金等に限定しており、資金調達については銀
行借入金によっております。
②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の債務不履行による信用リスクに晒
されております。
　敷金及び保証金は、建物賃貸借契約及び取引基本契約に係るものであり、差入先
の債務不履行による信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、受託販売預り金及び未払金は、その全てが１年以内の支
払期日であります。
③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）
　営業債権については、顧客毎の期日管理及び残高管理を行うとともに、回収
遅延債権については、個別に対応を行う体制としております。
　敷金及び保証金については、差入先の信用状況を把握することにより、リス
ク低減を図っております。
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連結貸借対照表計上額 時　価(＊) 差 額

① 敷 金 及 び 保 証 金 1,344,122 1,250,073 △95,039

資 産 計 1,344,122 1,250,073 △95,039

② 長 期 借 入 金 442,000 435,190 △6,809

負 債 計 442,000 435,190 △6,809

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 163,891千円
敷金及び保証金 5,741千円

ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管
理
　買掛金、受託販売預り金及び未払金については月次単位での支払予定を把握
するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を
織り込んでいるため、異なる前提状況等を採用することにより、当該価額が変動する
ことがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2026年2月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については
次のとおりであります。

（単位：千円）

（注）１．現金及び預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、買掛金、受託販売預り
金、短期借入金、未払金、未払法人税等については現金であること、及び短期
間で決済されるため時価が帳簿価額に近似していることから、記載を省略して
おります。

（注）２．市場価格がない株式等は、上記には含まれておりません。当該金融商品の連結
貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお
いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算
定した時価
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 1,250,073 1,250,073

資産計 1,250,073 1,250,073

長期借入金 435,190 435,190

負債計 435,190 435,190

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン
プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時
価
　時価の算定に重要な影響をあたえるインプットを複数使用している場合には、それ
らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も
低いレベルに時価を分類しております。

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価は、国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引いた
現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。

６.　賃貸等不動産に関する注記
(1)　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、岡山県岡山市に倉庫（土地を含む）を有しており、その一部を
賃貸しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としておりま
す。
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連結貸借対照表計上額 時価

648,798千円 648,798千円

(2)　賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額で
あります。

２．当連結会計年度末の時価は、株式会社ロイヤルロジスティクスの取得時に
再生管財人が使用した不動産鑑定士による直近の評価時点から、一定の評
価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生
じていないため、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっておりま
す。

７.　企業結合等関係に関する注記
(株式会社マルタミの株式取得による企業結合)

当社は、2025年３月14日付の取締役会において、当社の連結子会社である
ANBUR LEAGUE株式会社が、株式会社マルタミ（以下「マルタミ」という）の全
株式を取得し（以下「本株式取得」といいます）、完全子会社化（当社の孫会社化）
することを決議し、2025年３月31日に同株式を取得しております。

１．企業結合の概要
(1）　被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：株式会社マルタミ
事業の内容　　　：紳士服・婦人服の販売

(2）　企業結合を行う理由
　マルタミは北海道釧路市に本社、店舗を構え、モンクレール、アルマー
ニ、カナダグース等、主にハイブランド商品を取り扱う販売店です。本株
式取得に伴い、ジェイドグループとしての商品ラインアップの強化が実現
できるとともに、マルタミにおいては販路の拡大、DXの推進を実現する
ことができます。

(3）　企業結合日
2025年３月31日

(4）　企業結合の法的形式
株式取得

(5）　結合後企業の名称
変更はありません。

(6）　取得した議決権比率
100％

(7）　取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社の連結子会社であるANBUR LEAGUE株式会社が現金を対価とし
て株式を取得したことによるものです。
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取得の対価 現金 96,786千円
取得の原価 96,786千円

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 10,000千円

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2025年４月１日から2025年６月29日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1）　発生したのれんの金額

21,269千円
(2）　発生原因

今後の事業展開から期待される超過収益力であります。
(3）　償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

(株式会社ブルーシンシアの株式取得による企業結合)
当社は、2025年３月14日付の取締役会において、当社の連結子会社である

ANBUR LEAGUE株式会社が、株式会社ブルーシンシア（以下「ブルーシンシア」
という）の株式を取得し（以下「本株式取得」といいます）、子会社化（当社の孫会
社化）することを決議し、2025年３月31日に同株式を取得しております。

１．企業結合の概要
(1）　被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：株式会社ブルーシンシア
事業の内容　　　：インターネットでの革製品の販売

(2）　企業結合を行う理由
　ブルーシンシアは、岡山県に本社を構え、自社で企画した製品をバング
ラディシュの自社専属工場で生産し、自社ＥＣ及び他社モールにて主に革
製品の販売を行っております。高品質なレザーと貧困国の社会問題解決を
ブランドコンセプトに掲げ、バングラディシュで工場においては400名を
超えるスタッフが、全て手作業により製品を製造しております。本株式取
得を通じて、当社グループの販売力、マーケティングノウハウ、物流・IT
基盤を活用したDXの推進による一層の事業拡大、効率化の推進が期待で
きます。

(3）　企業結合日
2025年３月31日
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取得の対価 現金 245,000千円
取得の原価 245,000千円

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 32,500千円

(4）　企業結合の法的形式

株式取得
(5）　結合後企業の名称

変更はありません。
(6）　取得した議決権比率

70％
(7）　取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社の連結子会社であるANBUR LEAGUE株式会社が現金を対価とし
て株式を取得したことによるものです。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2025年４月１日から2026年２月28日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1）　発生したのれんの金額

76,902千円
(2）　発生原因

今後の事業展開から期待される超過収益力であります。
(3）　償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

(ARIGATO株式会社の株式取得による企業結合)
当社は、2025年６月２日付で、株式会社ベネッセコーポレーションが保有する

ARIGATO株式会社（以下「ARIGATO」という）の全株式を取得し、完全子会社と
いたしました。

１．企業結合の概要
(1）　被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：ARIGATO株式会社
事業の内容　　　：書籍、雑誌等の出版および販売
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取得の対価 現金 50,000千円
取得の原価 50,000千円

(2）　企業結合を行う理由
　ARIGATOは、ジェイドグループの主要顧客層と同じ「30代～50代の
主婦層」に圧倒的な支持を持ち、雑誌不況と言われている今でも10万部前
後を実売している雑誌「サンキュ！」の販売を行っております。雑誌内に
ファッション記事はあるもののその割合は競合雑誌であるESSEなどと比
べても少ないため、ジェイドグループの有する様々な情報やプレスルーム
等を活用し、コンテンツの魅力度向上を図って行きます。加えてサンキ
ュ！はオンラインメディアとしても一定の存在感を誇っており、雑誌の記
事転載に加えて200人程度のライターがオリジナル記事を投稿しているの
も一つの強みになります。但し、機能性という面ではまだまだ限られてお
り、ジェイドグループが有するシステム基盤、例えばフォローの仕組みや
有料記事、商品紹介でのアフィリエイト機能など、様々な機能を導入して
行けば、他のメディアとは異なる、唯一無二のオンラインメディアになる
可能性が期待できます。

(3）　企業結合日
2025年６月２日

(4）　企業結合の法的形式
株式取得

(5）　結合後企業の名称
変更はありません。

(6）　取得した議決権比率
100％

(7）　取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2025年６月２日から2026年２月28日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
　今回の株式取得でアドバイザリー費用は発生しておりません。

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1）　発生したのれんの金額

29,499千円
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(2）　発生原因
今後の事業展開から期待される超過収益力であります。

(3）　償却方法及び償却期間
５年間にわたる均等償却

(株式会社マルタミの吸収合併)
2025年６月30日付で、当社の連結子会社（孫会社）である株式会社FASCINATE

を存続会社、同じく当社の連結子会社（孫会社）である株式会社マルタミを消滅会社
とする吸収合併を行いました。

なお、当社は2025年６月２日付で株式会社FASCINATEの全株式を当社の連結子
会社であるANBUR LEAGUE株式会社に譲渡しております。

１．企業結合の概要
(1）　結合当事企業の名称及び事業内容

（吸収合併存続会社）
企業の名称：株式会社FASCINATE
事業の内容：紳士服・婦人服・雑貨の販売

（吸収合併消滅会社）
企業の名称：株式会社マルタミ
事業の内容：紳士服・婦人服の販売

(2）　企業結合日
2025年６月30日

(3）　企業結合の法的形式
株式会社FASCINATEを存続会社とし、株式会社マルタミを消滅会社とす
る吸収合併

(4）　結合後企業の名称
株式会社FASCINATE

(5）　その他取引の概要に関する事項
　本合併は、業務シナジー効果を最大限に引き出すためにデータベースの
統合等が必要であると判断し、その目的を達成するために株式会社
FASCINATEが株式会社マルタミを吸収合併することといたしました。

２．実施する会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及
び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計
基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として会
計処理を行っております。
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(株式会社ロイヤル及び株式会社ロイヤルロジスティクスの株式取得による企業結合)

当社は、2025年10月29日付の取締役会において、株式会社ロイヤル及び株式会社
ロイヤルロジスティクスの株式を取得し、子会社化することを決議し、2025年12月
１日に同株式を取得しております。

１．企業結合の概要
(1）　被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：株式会社ロイヤル及び子会社１社
事業の内容　　　：シューズ、衣料品、スポーツ用品、日用雑貨等の輸入
販売業
被取得企業の名称：株式会社ロイヤルロジスティクス
事業の内容　　　：物流請負業（3PL）、倉庫賃貸業

(2）　企業結合を行う理由
　ファッション小物販売の株式会社ロイヤル（2025年12月１日付で株式
会社ロイヤル資産管理に社名変更。以下「旧ロイヤル」という）は2025
年5月27日、円安による仕入れコストの増加や、積極的な設備投資による
借入金負担の増加などが経営を圧迫したことを主要因とし、東京地裁に民
事再生法の適用を申請し、同日付で保全・監督命令を受けました。
　かかるなか、弊社は旧ロイヤルの事業存続のパートナーとして紹介を受
け、弊社プラットフォームを活用することによる旧ロイヤル支援について
協議を重ねてきた結果として、当社がスポンサー企業として再生支援に携
わることが旧ロイヤルの再建に資するものであるとともに、弊社として
も、旧ロイヤルの仕入れルート及び販売網の獲得によりサービスの強化、
拡充が計れると判断し、本件スポンサー契約締結に至ったものでありま
す。

(3）　企業結合日
2025年12月１日

(4）　企業結合の法的形式
株式取得

(5）　結合後企業の名称
変更はありません。

(6）　取得した議決権比率
株式会社ロイヤル　　　　　　　：100％
株式会社ロイヤルロジスティクス：100％

(7）　取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。
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取得の対価 現金 882,413千円
取得の原価 882,413千円

⑴ １株当たりの純資産額 725円64銭
⑵ １株当たりの当期純利益 154円62銭

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
株式会社ロイヤル　　　　　　　：2025年12月１日から2026年２月28日
まで
株式会社ロイヤルロジスティクス：2025年12月１日から2026年２月28日
まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

（注）同日付で同一の相手より２社の株式を取得しており、２社の合計で取引
価格を決定していることから、取得の原価には２社の合計額を記載して
おります。

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
　今回の株式取得でアドバイザリー費用は発生しておりません。

５．発生した負ののれんの金額、発生原因
(1）　発生した負ののれんの金額

54,174千円
なお、上記金額は取得原価の配分が完了していないため、連結計算書類作
成時点において入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行って
おります。

(2）　発生原因
企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれ
ん発生益として認識しております。

８.　１株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記
（株式付与ＥＳＯＰ信託の導入）

　当社は、2026年４月１日開催の取締役会において、当社および当社の一部子会社
（以下「対象子会社」）の従業員（以下「対象従業員」）に対して、従業員インセンテ
ィブプラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」（以下「本制度」）を導入することを決議いたし
ました。
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信託の種類　　：特定単独運用の金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）
信託の目的　　：対象従業員に対するインセンティブの付与
委託者　　　　：当社
受託者　　　　：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（共同受託者：日本マスタートラスト信託銀行

株式会社）
受益者　　　　：対象従業員のうち受益者要件を充足する者
信託管理人　　：当社と利害関係のない第三者
信託契約日　　：2026年４月15日
信託の期間　　：2026年４月15日～2033年４月末日
制度開始日　　：2026年４月15日
議決権行使　　：受託者は受益者候補の意思を反映した信託管理人の指図に従い、当社株式の

議決権を行使する
取得株式の種類：当社普通株式
取得株式の総額：441,900,000円
株式の取得方法：当社（自己株式処分）からの取得
帰属権利者　　：当社
残余財産　　　：帰属権利者である当社が受領できる残余財産は、信託留保金の範囲内とする

１．本制度の導入の目的
対象従業員に対して当社グループの企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高める

とともに、当社および対象子会社において優秀な人材の確保および長期定着（リテ
ンション）を図ることを目的としております。

２．本制度の概要
本制度は、米国のＥＳＯＰ制度を参考にした従業員インセンティブプランであり、

ＥＳＯＰ信託が取得した当社株式および当社株式の換価処分金相当額の金銭を、予
め定める株式交付規程に基づき、一定の要件を充足する対象従業員に交付および給
付するものです。なお、当該信託が取得する当社株式の取得資金は全額当社および
対象子会社が拠出するため、対象従業員の負担はありません。本制度の導入に伴
い、当社は300,000株（441,900,000円）の自己株式を当該信託に対して割当てる
ことを決議しております。

３．信託契約の概要
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①処分期日 ：2026年４月20日
②処分する株式の種類及び数 ：普通株式　300,000株
③処分価額 ：１株につき1,473円
④処分総額 ：441,900,000円
⑤処分予定先 ：日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式

付与ＥＳＯＰ信託口）
⑥その他 ：本自己株式処分については、金融商品取引法に

よる臨時報告書を提出しております。

ECモール
事業

プラット
フォーム

事業

ブランド
事業

その他
事業

合計
調整額
（注）1

当連結
会計年度
計上額

外部顧客へ
の 売 上 高

7,675,259 4,471,679 6,846,963 447,596 19,441,498 － 19,441,498

内部売上高 － － 922,157 － 922,157 △922,157 －

合 計 7,675,259 4,471,679 7,769,121 447,596 20,363,656 △922,157 19,441,498

4．本自己株式処分の概要

10. 収益に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）調整額は事業間取引に係る未実現収益の調整であります。
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( 2025年 3 月 1 日から
2026年 2 月28日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 そ の 他

資 本 剰 余 金

その他

利益剰余金

繰越
利益剰余金

当 期 首 残 高 50,000 1,237,258 2,075,662 3,892,878 △2,206,611 5,049,187

当 期 変 動 額

減 資 －

新 株 の 発 行 －

剰 余 金 の 配 当 －

当 期 純 利 益 904,013 904,013

自己株式の取得 △77,187 △77,187

自己株式の処分 △221,058 769,270 548,212
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) －

当 期 変 動 額 合 計 － － △221,058 904,013 692,083 1,375,038

当 期 末 残 高 50,000 1,237,258 1,854,603 4,796,891 △1,514,527 6,424,225

評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 － － 2,920 5,052,107

当 期 変 動 額

減 資 －

新 株 の 発 行 －

剰 余 金 の 配 当 －

当 期 純 利 益 904,013

自 己 株 式 の 取 得 △77,187

自 己 株 式 の 処 分 548,212

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 ) － － △575 △575

当 期 変 動 額 合 計 － － △575 1,374,462

当 期 末 残 高 － － 2,344 6,426,570

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

イ．子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

　　当事業年度末の市場価格等に基づく時価法
　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定)

・市場価格のない株式等　　移動平均法による原価法を採用しております。
②　デリバティブ

　　時価法によっております。
③　棚卸資産

イ．商品　　月次総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

ロ．貯蔵品　最終仕入原価法に基づく原価法を採用しております。
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
定率法によっております。
ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　 8年～18年
機械及び装置　　　　　　　　　　12年
工具、器具及び備品　　　　３年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

商標権　　　　　　　　　　10年
自社利用のソフトウエア　　 ５年
顧客関連資産　　　　　　　 ５年
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⑶　引当金の計上基準
①　賞与引当金

従業員等に対する業績連動型賞与の支払いに備えるため、従業員等に対する賞与
の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

②　役員賞与引当金
取締役等に対する業績連動型賞与の支払いに備えるため、取締役等に対する賞与
の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

③　貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換によって受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。な
お、履行義務の対価は、概ね3か月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれ
ておりません。
　当社の主要な事業における主な履行義務の内容および収益を認識する時点は、以
下のとおりです。

①　仕入れ商品等の販売に関する収益
　当社は買取商品等を当社が運営するECサイト「LOCONDO.jp」を始め複数の
販売チャネルでユーザーから注文を受けて販売を行っており、ユーザーに対して当
該商品等の引き渡しを行う義務を負っております。
これらの商品販売取引では「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定め
る代替的な取り扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。
これら各種の履行義務は、顧客にとって単独で又は他の資源と組み合わせて便益が
得られるものではなく、受託商品の販売活動の中で発生する一連のサービスであ
り、相互関連性の高いサービスとなります。そのため、これら各種の履行義務を一
体とし、委託者の代理人としてユーザーに対して商品を販売するという単一の履行
義務を取り扱うこととしております。
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商品及び製品 460,688千円

②　受託商品の販売（ECサイト運営受託業務等を含む）に関する収益
　当社は顧客（ブランド）から商品の委託を受け、当社が運営するECサイト
「LOCONDO.jp」 始め複数の販売チャネルでユーザーから注文を受けて販売を
行っており 、顧客（ブランド）から受託販売手数料を受領しております。
これらの受託商品販売取引においても、出荷時に顧客（ブランド）からユーザーへ
の商品の引き渡し義務が履行されるため、出荷時に収益を認識しております。  な
お、ユーザーとの契約において約束された対価から、値引き、リベート、返品及び
販売促進費等の名目で販売チャネルに支払う対価の一部を控除しております。

⑸　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。

⑹　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間にわたって均
等償却を行っております。ただし、金額的に重要性のないものについては、発生
年度に一括償却しております。

２．会計上の見積りに関する注記
　棚卸資産の評価

①　事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　棚卸資産は、取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額
が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価
額としております。また、一定期間を超えて保有する棚卸資産については、収益性
の低下の事実を反映するために、過去の販売状況及び商品群ごとのライフサイクル
等に基づき決定した方針により規則的に帳簿価額を切り下げております。しかし、
当初想定できなかった需要変動や経済情勢等により、前提となるライフサイクルに
変更が生じる場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性がありま
す。
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当座貸越極度額 8,200,000千円
借入実行残高 －千円

差引額 8,200,000千円

RBKJ株式会社 442,000千円

株式会社ロイヤル 0.7百万USドル

未収入金 1,725,038千円
買掛金 39,604千円
受託販売預り金 71,808千円
その他（未払利息） 19,378千円

売上高 810,958千円
販売費及び一般管理費 41,603千円
営業取引以外の取引高 57,437千円

受取利息 19,897千円
業務受託料 6,600千円
支払利息 30,939千円

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

該当事項はありません。
⑵　当座貸越契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約
を締結しております。当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

⑶　有形固定資産の減価償却累計額  　　　　　　　　　 409,981千円
⑷　保証債務

他の会社からの借入債務に対し、保証を行っております。

下記の会社の為替予約に対し、保証を行っております。

⑸　関係会社に対する金銭債権、債務

４．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数
　普通株式　　　　1,127,423株
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繰延税金資産
棚卸資産評価損 31,516千円
フリーレント 140,904千円
譲渡制限付株式 65,269千円
敷金償却 37,333千円
その他 48,727千円

繰延税金資産小計 323,751千円
評価性引当額 △57,137千円
繰延税金資産の合計 266,614千円
繰延税金負債

負債調整勘定 △297千円
繰延税金負債合計 △297千円
繰延税金資産の純額 266,316千円

属性
会社等
の名称

資本金
(千円)

事業
の内
容

議決権
の所有
割合

（％）

関連当
事者と
の関係

取引内
容

取引金
額（千
円）

科目
期末残
高（千
円）

子会社 RBKJ㈱ 50,000
靴の小売

販売
66.0

当社プラッ
トフォーム
の利用・資
金援助・役

員兼任

ECサイト
販売代金

553,103
受託販売預

り金
37,664

業務委託料
収入

66,600 未収入金 56,543

利息の受取 8,580
関係会社長
期貸付金

858,000

子会社
マ ガ シ
ーク㈱

50,000

インター
ネットで
の婦人・
紳士服の

販売

81.0

当社プラッ
トフォーム
の利用・資
金援助・役

員兼任

ECサイト
販売代金

31,819
未収入金

（販売手数
料の未払金
は未収入金
と相殺）

1,554,129
販売手数料

の支払
41,603

利息の支払 30,939
その他（未
払利息）

19,378

資金の借入 2,100,000
関係会社短
期借入金

4,100,000

６．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

７．関連当事者との取引に関する注記

⑴　子会社及び関連会社等
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属性
会社等
の名称

資本金
(千円)

事業
の内
容

議決権
の所有
割合

（％）

関連当
事者と
の関係

取引内
容

取引金
額（千
円）

科目
期末残
高（千
円）

子会社
ANBUR 
LEAGU
E㈱

1,000
中間持株

会社
100.0

業務委託・
資金援助・
役員兼任

業務委託料
収入

35,840
未収入金 45,593

利息の受取 6,019

資金の貸付 650,000
関係会社長
期貸付金

650,000

子会社
㈱
FASCI
NATE

7,000

紳士服・
婦人服・
雑貨の販

売

100.0

当社プラッ
トフォーム
の利用・資

金援助

ECサイト
販売代金

45,306
受託販売預

り金
32,134

利息の受取 3,029 未収入金 5,276

資金の貸付 160,000

関係会社短
期貸付金

20,000

関係会社長
期貸付金

350,000

子会社
㈱ ブ ル
ー シ ン
シア

10,000

インター
ネットで
の革製品
の販売

70.0

当社プラッ
トフォーム
の利用・資

金援助

ECサイト
販売代金

58,783
受託販売預

り金
1,287

利息の受取 2,268 未収入金 9,027

資金の貸付 300,000
関係会社長
期貸付金

300,000

子会社
㈱ ロ イ
ヤル

50,000

シュー
ズ、衣料
品、スポ
ーツ用

品、日用
雑貨等の
輸入販売

業

100.0

当社プラッ
トフォーム
の利用・資
金援助・役

員兼任

ECサイト
販売代金

26,104

買掛金 39,604

受託販売預
り金

721

未収入金 139

⑴　１株当たり純資産額 620円10銭
⑵　１株当たり当期純利益 88円98銭

⑵　役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。

８．１株当たり情報に関する注記
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９．重要な後発事象に関する注記
(株式付与ＥＳＯＰ信託の導入)
「連結注記表 ９.重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しておりますの
で、注記を省略しております。
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